
事業評価書（事前）

医療施設等施設整備事業事 務 事 業 名

目 的 高齢化に対応した療養病床の整備やへき地医療、救急医療、小児医療等( )1
の政策的な医療の確保、並びに医療従事者の養成力の充実等を図る。

医療施設及び養成所の施設の整備に対し助成する。( )内 容2
①療養病床の整備（医療施設近代化施設）

高齢化に対応するため、主として長期にわたり療養を必要とする療養病

床を有する医療施設を整備する。

②小児医療施設

事 新エンゼルプランの一環として、母体及び新生児の一貫した管理等を行

う医療施設を整備する。務

③養成所事

少子・高齢化に対応した高度先進的な医療や患者の心身の特性を踏まえ業

た良質な医療を提供する医療従事者の資質の向上を図るため、養成所を整の
概 備する。

④へき地（医療施設のない地区）医療施設要
離島、山村等へき地住民の医療を確保するため、医療施設を整備する。

⑤救急医療施設

休日夜間等の救急患者の医療を確保するため医療施設を整備する。

予算額（案） １９，３７８百万円

近代的な医療施設を整備することにより、高齢者に対する療養環境の提( )達成目標3
供や医療における地域間格差の是正するとともに、医療技術の進歩を享受

でき、国民の健康寿命を延ばし、高齢期において生活の質を維持すること

ができるようにする。

また、養成所を整備することによる医療従事者の質の向上により、質の

高い医療が提供されるようにする。

〔国民や社会のニーズに照らした妥当性〕

少子・高齢化の進展や疾病構造の変化、医療の高度化等により、医療の

質の向上に対する国民のニーズが高まっている。

〔公益性〕( )必 要 性1
国民に対し質の高い医療を提供するために医療施設や養成所の基盤整備評
を行うものであり、公益性がある。

〔官民の役割分担〕

、 、高齢者に対応した療養病床の整備は主に民間が 政策的な医療の実施は

主に公的医療機関が担う。

〔国と地方の役割分担〕

国は国民に等しく医療を提供する体制の整備を講じる必要があり、地方

公共団体は、地域の実情に応じた医療提供体制の整備を行う。

そのため、国は地方公共団体が行う整備に対して、支援を行う。価
〔緊急性の有無〕

少子・高齢化の進展等に伴う疾病構造の変化などを踏まえ、良質な医療

を提供する体制を整備することは喫緊の課題である。

〔今後見込まれる効果〕

①民間投資需要（年間）( )有 効 性2



・建設費 約７５７億円

（建設に付随する医療機器を含む）

②投資から誘発される雇用（年間）

・約２，９００人

③民間消費需要（年間）

・約１，８８０億円

④消費から直接派生する雇用

・約１３，０００人（年間）

〔効果の発現が見込まれる時期〕

平成１４年度中

〔手段の適正性〕

・医療施設や養成所の整備を行うことにより、高齢者の医療の確保や医療

の質の向上、さらには政策的な医療を確保するなど、施設の整備に要した

一定の費用により、大きな波及効果が見込まれる。

〔費用対効果〕( )効 率 性3
・費用：事業の費用 １９４億円

・効果：建物整備に加え、医療施設の特殊性から医療機器の付随的な

需要 約７５７億円

民間消費需要 約１，８８０億円

２，６３７億円：１９４億円となっており、効果が高い。

( )そ の 他4
(公平性・優先性

など)

関連事務事業

特 記 事 項

(主管課)医政局指導課主 管 課

及 び 関 係 課



波及効果等積算資料（医療施設等施設整備事業）

（積算根拠）

平成１４年度予定額 １９４億円

（前提条件）

１．１床当たり補助額（医療施設等施設整備費補助金交付要綱）

１床当たり ２５㎡ × １床当たり単価 円 × 補助率１／３ ＝ 円173,600 1,446,666

２．整備可能病床数

１９４億円 ／ 円 ＝ １３，４１０床1,446,666

（波及効果）

１．民間投資需要 約７５７億円

・推定総事業費 ５８２億円（１９４億円に逆補助率（３／１）を乗じる）

・医療機器整備費 １７５億円（建設費の２～３割（ゼネコンより聴取 ））

２．投資から誘発される雇用 約２，９００人

・建設業 約２，２００人

従業員１人当たり工事高 ２７百万円（ 平成１３年度建設統計要覧」国土交通省）「

従事者数 ５８２億円／２７百万円 ＝ 約２，２００人

・医療機器製造業 約７００人

従業員１人当たり売上高 ２６百万円（ 平成９年度企業活動基本調査報告書」通産省）「

従事者数 １７５億円／２６百万円 ＝ 約７００人

３．民間消費需要（病院における保険収入） 約１，８８０億円

・平成１１年度医療経済実態調査報告

１施設当たり（平均１６８床）１年間収入 約２０億円

２０億円 × ＝ １，６００億円13,410/168
・平成１０年度主要公的医療機関の状況

１施設当たり（１００床）１年間収入 約１６億円

１６億円 × ＝ ２，１５０億円13,410/100

４．消費から直接派生する雇用 約１３，０００人

１００床当たり従事者 ９８．４人（平成１１年度医療施設調査）

９８．４人 × ＝ １３，０００人13,410/100


